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はじめに
民間投資は, 途上国にとって, イノベーション, 持続可能な経済成長, 貧困削減を促進する
ための重要な要素である｡ 特に,    (外国直接投資) は, 資本・技術移転や雇用促進等を通
じて, 受入国の経済成長をもたらしうる｡     年のモンテレー合意では, 健全なマクロ経済政
策, 良好なパブリックガバナンス, 汚職撲滅, 公平で効率的な税制, 人材開発, 社会基盤整備,
健全な金融市場, 財産権の保護, 適切なコーポレートガバナンスの推進, 競争政策, 貿易自由
化等を通じて, 各国政府が民間投資促進のための国内環境を整備する責任があるとされた｡




















１)     日本政府代表部専門調査員 (    年８月～)｡ 当代表部にて,     の投資委員会及び対外
関係委員会を担当する｡
                     
ネスブルクで ｢開発のための投資イニシアティブ｣ を立ち上げた２) ｡ 同イニシアティブには,
投資のための政策枠組み (   ：                           ) の策定が含まれている
のに加えて, 各国の開発や投資促進の取組みを支えるための    (政府開発援助) の実践的
な活用法についても述べられている｡   は,     加盟国による非加盟国 (途上国) との協力に関する包括的な原則を表した




具体的には, 投資政策, 投資促進・円滑化, 貿易政策, 競争, 租税, コーポレートガバナンス,
責任ある企業行動推進のための政策, 人材開発, インフラ金融部門の整備, パブリックガバナ
ンスの  分野である｡
本稿では, 上記の諸分野のうち, ｢モノとサービスの貿易に関する政策が, 規模の経済性の
恩恵を受ける機会を広め, グローバルな価値連鎖 (        ) への統合を促進し, 生産性
と投資利益率を高めることで, より質の高い投資を支えるものとなりうる｣ という   で明
記されているメカニズムに基づき, 貿易政策との関連性に焦点を絞って,     非加盟国に
おける投資促進について, 理論的かつ実証的に検証していく｡ そして,    が    非加盟
国の投資促進のために適用されている最近の事例 (エジプト, ペルー, ロシア) を紹介する｡
筆者が日本政府代表の一員として    投資委員会４) に携わっている中で,     非加盟
国の投資政策レビューがしばしば行われる (詳しくは後述) が,     (世界貿易機関) によ
る多国間通商システムのもとで, 投資受入国たる    非加盟国が投資家にとって予見性の
高い貿易政策を実施し, グローバルな価値連鎖にいかに統合されていくべきかが,     各
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２) 同イニシアティブは    年の    閣僚理事会の場で提案された｡ 同イニシアティブの作業に関
しては, その後,     年の ｢国連ミレニアム宣言およびモンテレー合意のフォローアップのための    声明｣ の中でも支持が表明された｡
３)    ツールキットの詳細については,     事務局の    (                                  ) を参照されたい｡ また, 政策分野の中で, 本稿の主題でもある ｢貿易政策｣ のチェック
リスト上の設問のみ, 巻末に記している｡
４)     投資委員会は,     年４月の     改革の一環として, 国際投資・多国籍企業委員会
(                                                       ：    ) と資本移動・
貿易外取引委員会 (                                             ：    ) が統
合されたのを受けて, 設立された｡ 同委員会では, 各加盟国の投資政策に関する問題, ｢国際投資及
び多国籍企業に関する宣言｣ の実施に関する事項,     規約に基づいた各加盟国における資本自
由化の実施状況, 主要非加盟国の投資政策レビュー等, 国際投資に係る諸問題や傾向について議論を




要であると認識した｡ また,     (政府開発援助) 戦略の中で, 民間投資や産業振興が途上
国の成長に不可欠なものであるとの観点を従来から重要視してきたスタンスに基づき,     
投資委員会の中で, 我が国は   策定までのプロセスにおいて主導的な役割を果たしてきた
経緯があるものの,    が策定された後, 我が国では, それが具体的にどのように活用され,    非加盟国の投資促進に貢献してきたのかについて, 具体的な情報が与えられることが
稀有だった｡
本稿は, このような筆者の問題意識を反映させつつ,     を中心とした各種国際機関の
報告書を取り纏めて, 考察を図ったものである｡ そして, 本稿は, これらの報告書を批判的に
捉えたものではなく, むしろ, 途上国が太宗を占める    非加盟国において, グローバル
な価値連鎖への統合を促進していくのは当然であるという前提に立ち, 改めて貿易政策と投資
促進との間にはどのようなメカニズムが存在するのかを主に理論面から模索し, そして, 実際,    非加盟国では, 貿易政策に基づいて, どのような投資促進政策が行われているのかを
解明することを主眼としていることを理解願いたい｡
１. 貿易, 国内投資, FDI 間の相互作用関係の深化
貿易と, 国内投資,    間の関係は複雑であるが, それらはしばしば相互かつ密接に結び
つく関係にあると言える｡ まず, 貿易と   は代替的かつ補完的である｡ いわゆる市場追求
型の企業は５), 輸出品の販売や外国子会社の設立を通じて, 外国市場に財・サービスを供給で
きる｡ 外国子会社を活用する場合, 企業は貿易を   で代替することになる｡ しかし, 外国
に進出した関連会社は, 本国の親会社への逆輸出や第三国のサプライヤーへの輸出を通じて,
新たな貿易フローを創出できるため, 結果的に貿易は拡大する｡ したがって, 貿易によって,
資源や市場に対する関与が高められるだけでなく, これは同時に投資機会を示すものにもなり
うる｡ 図１・図２が, 先進国でも途上国でも, 長期間に渡って, 貿易と投資フローの間には正
の相関関係が存在することを示しているように, やはり貿易と   は相互かつ密接に結びつ
くと推察できる｡
また, 国内投資も   を代替したり補完したりする｡ 典型的な例として, 前者の場合では,
国内借入れによるレバレッジ効果, 後者の場合では,    活用による合弁事業 (ジョイント
    非加盟国における投資促進    
５)       (    ) は, 投資企業の動機によって,    が, ①市場追求型 (新たな外国市場の開拓),




・ベンチャー) が挙げられる｡ 特に, 後者の場合は, 投資が国内の経済活動を活発化させ,   額に応じた貿易拡大に結びつくのみならず, 投資受入国の経済成長に寄与する程度に,
貿易拡大効果を持つこともありうる｡
実際, 国内投資の場合では, その度合いは弱くなるが, 時として,    は短期的には貿易
を誘発する傾向が生じる｡ 例えば, 外国で新たな工場を設立するための投資を行う企業は資本
財を必要とするが, これを第三国からしか入手できない場合がそうである｡ また, 先進国と途
上国との間の企業内貿易が増加している傾向にあるが, そのような状況下での   は貿易を
誘発する傾向が特に強い｡ 例えば, 途上国に立地する米系の    (多国籍企業) の関連会社
は, 自国 (先進国) にある親会社に対してよりも, 他の途上国にある関連会社への輸出をより
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出所：                                     
図１. OECD諸国平均の FDI と貿易の相関関係 (1970～2005)
出所：                                     
図２. 途上国平均の FDI と貿易の相関関係 (1970～2005)
                     
多く行ってきている (図３)｡ そこでは, グローバルな価値連鎖を創出する多様な途上国にお
ける子会社ネットワークの存在とともに,    による新しいアウトソーシングに関するグロ
ーバル生産戦略が背景にあり, それと同時に,    の決定要因が変化していることを示唆し
ている (       (    ))｡ 市場追求型と資源追求型の投資は依然として世界では太宗を占
めるものの, 効率追求型   も過去  年では飛躍的に増加している｡
さらに, 後方連関を通じた新たな技術と経営管理スキルの導入の重要性が認識されたことに
より, 価値連鎖に対する考え方も変貌した｡ 狭義では, 後方連関とは,    の現地関連会社
と, 製造活動において直接的ないしは間接的に使用される財の現地サプライヤーとの契約関係
や, 財・サービスの供給を行う他の外国関連会社との関係を意味する｡ また, 後方連関は, 時
として, 人の移動, デモンストレーション効果, 競争促進効果の概念も含むこともある｡ とり
わけ, これらが ｢    多国籍企業ガイドライン｣ に参加しているような国に存在する   
のケースであれば, 現地のキャパシティ・ビルディングにも貢献する６)｡ 一般的に, 国内投資
も   も, イノベーション, 生産性上昇, 持続可能な成長に触媒として作用しうるとされて




６) 同ガイドラインによると,    は, 現地ビジネス界を含めた現地社会との密接な協力を通じてキ
ャパシティ・ビルディングを奨励し, 技術やノウハウの移転及び急速な普及を受け入れることとして
いる｡














受入れる国 (以下, 受入国) 及び投資を拠出する国 (以下, 本国) の両者における輸出入に対
する政策について検討するべきであろう｡ ２行２列のマトリクスを使用するアプローチは表１
のように表される｡ 縦の行では各国が採用しうる輸出入政策, 横の行では各政策が受入国で採
用されるのか, 本国で採用されるのかが示されている｡   の文脈では, 本国とは一般的には源泉国を意味してきた｡ しかし, 源泉国と同時に,
その国は, 最終財の受入国, 資本財・中間財のサプライヤーにもなりうる｡    もしくは現
地調達資金に基づくプロジェクトの影響を研究する場合には, このような広義の定義が利用さ
れる｡ また, 投資の受入国と本国の関係においては, それが自動的に途上国と先進国の関係に
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限定されるわけではない９)｡ 重点の置かれ方が異なっても, 一般的には, 両者が抱えている   に関わる課題は共通している  )｡ ただ, 途上国において経済成長の必要性がより強調され




を促すことになる｡ 実際, 高関税の際には, 企業は輸出品に代えて   を通じた販売に切り




れの中で起こってきた｡ 関税及び    (非関税障壁) は受入国の付与する競争優位性を低下
させてしまい, 投資活動を行う企業の立地選択にとって悪影響を及ぼす可能性がある｡
東アジア諸国の成長経験が示しているように, 戦略的貿易政策  ) は, 貿易障壁を利用しつつ,
企業のコスト回避行動や新規事業の立上げの際のリスクに対する保護を与えることで, 国内投
資を奨励することができる｡ 開拓を試みようとする企業が直面する外部性は, 投資受入国にお





９) 途上国への   流入は主として先進国からであるが, 他の途上国からのシェアも大きい｡         (     ) によれば, 途上国間のいわゆる ｢南南   ｣ は    年において全ての途上国への   
流入の約  ％を占めており, ｢南北   ｣ よりも速いペースで伸びている  ) 企業にとって深刻であると考えられている貿易障壁は先進国でも途上国でも類似していることが多
いが, 例えば, ビジネス人材の移動障害は途上国企業で, 外資規制は先進国企業で特に問題視されて
いる｡  ) 関税回避型   の一例として,                     (    ) は, 日本の電気産業の欧州へ
の   の大部分が,    (欧州委員会) の   (アンチ・ダンピング) 措置のルールや, 他の日本企




の大きさ (レント) を左右する可能性がある｡ ただし, 現実の政策では, これが保護主義に転化する
可能性が高い点が問題である｡
                     
につながる｡ もし, 外国から新規企業が自由に参入するような状況になれば, 市場は合理
化するが, 国際価格で生産できる効率的な企業しか存続しえないという状況がもたらされ
るため, 幼稚産業の成長が困難になる｡ 実際, 戦略的貿易政策や積極的産業政策を用いて
きた東アジア諸国でさえ, 対外開放的な戦略に移行せざるを得なくなった｡




保護的な貿易政策は, 受入国における投資効果を弱めかねない｡ 他の参入障壁と同様に, 輸
入障壁は国内企業の市場支配力を高めるが, その結果, 効率性の低下, 消費者価格の上昇, 時








投資を促進し, 特化により効率性を高めて, 規模の経済を通じた動態的利益を与える｡ 貿易や
投資に対する障壁が除去されれば, 投資活動を行う際の立地選択の余地が大きくなる (       (    ))｡ また, 地域協定や多国間協定によって貿易自由化が取組まれれば, 少なくと
も域内では, 外国企業は受入国経済に対して信頼を持って投資できるようになる｡  資本財及び中間財の輸入障壁
市場アクセスに関わる重要な問題の一つとして, 資本財及び中間財の輸入が挙げられる｡ 企
業 (特に, 外国関連会社) の輸出競争力の強化には, 国際価格で入手できる最先端の資本財及
び中間財が必要となる｡ 相対的に安価な資本財が提供されれば, 貿易を通じて資本蓄積の効率
性を高めることが可能となる｡ 輸入品への高い関税は, 企業のコストとともに, 現地調達拡大
を促すことになるが, 国内企業は国際競争力を低下させてしまうかもしれず, 外国企業は国内
拠点の確立を躊躇してしまうだろう｡ このことが, 輸入代替政策が一般的に失敗に終わり放棄
された所以である｡ 他方で, 資本財及び中間財の関税の影響を和らげるために, 保護の一部は
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                     
中間財の貿易障壁が小さく,    の現地関連会社が最先端技術を用いるグローバルな生産連







サービス分野における   額は製造業のそれを上回っており (図４), 多くのサービスが   を通じて移転している  )｡ サービス分野における   の急速な伸びの背景には, 技術革
    非加盟国における投資促進    













図４. 産業別 FDI 流入ストック
                     
新や, サービスの企業内貿易の増加に結びつく生産のグローバル化がある (         
(     ))｡ 概して, 途上国のサービス分野における貿易・投資の障壁の方が先進国のそれよ
りも大きく, 特に, 通信, 銀行業, 金融の分野で著しい (     (     ))｡ いくつかの実証
研究によれば, 途上国にとって, サービス貿易の自由化は, 財の場合よりも４倍の利益を創出
するとされている｡ さらに, サービス貿易の自由化は, 財の貿易を促進したり, 例えば金融技
術のような基幹産業における知識を普及させたりもする (        (     ))｡
このような基幹産業の中で, 途上国はインフラ・サービスの提供に特に強い関心を示してい
る｡ 途上国向けの   流入が伸び悩んでいる現状は, 運輸, 通信, 公共サービス, 法制度等
のインフラ整備が不十分な状態であることによって説明が可能である｡ インフラ・サービスの
輸入 (   そのものの場合も多い) によって, 現地のインフラ不足が補償され,    が円滑
化するのである｡   における    (サービス貿易に関する一般協定) のスケジュールでは, サービス貿
易の自由化へ向けた有益な枠組みが提示されている｡ ポジティブ・リスト・アプローチ  ) によ










ストでは, 例えば, 公的教育, 健康, 飲料水のように, 自由化に対してセンシティブな分野が
明確に示されるが, その際, 内国民待遇や    (最恵国待遇) の原則に対する整合性確保の
観点から, 政府は, 全ての産業規則を慎重に評価しなければならないことになる  )｡
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ビスの提供であって他の加盟国の領域内の加盟国の自然人の存在を通じて行われるもの (例：招聘
外国人アーチストによる娯楽サービス, 外国人技師の短期滞在による保守・修理サービスなど)｡  ) ポジティブ・リストとは, 原則として禁止されている中で, 例外として許されるものを列挙した表
のことを指す｡ 特に, 輸入制限が原則の際に, 例外として輸入自由の品目を列記したものをいう｡ そ
れに対して, 原則として規制がない中で, 例外として禁止するものを列挙した表のことをネガティブ
・リストという｡  )     (    ) に, 中南米諸国の通信分野における自由化目標に対して, 柔軟なアプローチが採用
されていることが詳しく述べられている｡  )      (     ) に, 両方式のアプローチの比較が詳述されている｡
                     











ではなくなる (        (    ))｡ しかし, 近年の    (自由貿易協定) に関する実証
研究では, 貿易自由化による市場拡大効果に加えて, このような協定が    (経済連携協定)




伴う｡ その際, 通関手続きは不可避であるが, それが非効率的な場合, 貿易にも投資にもネガ
ティブな影響がもたらされる｡ 例えば, インドとエクアドルにおける輸入の通関手続きはそれ
ぞれ平均  日と  日かかり, 先進国平均の約２日間に比べると, 貿易円滑上かなり不利となっ
ている｡ 通関手続きや技術的調整のコストは時々関税よりも高くなることがある (        (     ))｡ 国際的な    (国境手続きに関わる貿易取引コスト) の推計値は貿易財の
価額の１％から  ％と大きな差違がある｡ 時間を浪費するような国境手続きであれば, 概して,
貿易に結びつく有益な投資プロジェクトの数も価値も低くなるし,    ひいては投資全般が
阻害されてしまう｡ このような投資に結びつくような動態的利益を考慮する以前に, まずは,   を削減することによって得られる利益を追求することが不可欠であり, それは特に    
非加盟国にとって喫緊の課題である｡ 財貿易のみで算出した   で最低値の１％を利用し,
これを削減したとすると,    が    非加盟国平均で   ％増加するという推計になるが,    加盟国と比べると, これは７倍も高い水準である (     (     ))｡ このことは, 前
    非加盟国における投資促進    







性の確保, 通関システムの簡素化, 通関当局側の要求項目の調和, 手続き上の過度な負担の軽
減と簡素化, さらには, 調整, リスクマネジメント, 電子通関システム導入等によって, 取引
コストは削減される｡ 最近, 途上国において, 通関当局による重要な改革がいくつか成功して




る｡ 港湾, 土地, 航空におけるインフラ改善は貿易量の拡大に結びつく｡ 特に, 効率的な港湾
が整備されると, それ自体が特恵関税よりも二国間の貿易パターンに大きく作用しうるため,
一層重要であろう｡ 通信分野の場合, その普及率が高ければ高いほど, 財に対する輸入関税を
引き下げに対して, 供給量が大きく反応する｡ とりわけ, ジャスト・イン・タイム方式のサプ
ライチェーン・マネジメントにおいては, インフラ整備だけでなく, 手続きと規制の両面での
改善を伴う必要がある (    (    ))｡
インフラ構築の際には, 受入国が    (官民パートナーシップ) を検討する可能性も生じ
てくる｡    は, 全体として, 財源面で官民間における分担の根拠が明確なプロジェクトに
おいて成功を収めてきている｡ 厳しい財政制約に直面している政府にとっては, 民間部門が投
資プロジェクトに対して専門知識を活用できる場合に,    は特に魅力的であると捉えられ
るだろう｡ つまり,    では, 政府と民間がリスク, コスト, 利益を共有することとなる｡
このような場合の   は受入国側の所有権支配への影響を伴うものの, 国内の競争促進に資
する｡ とりわけ, 政府側が民間参入に対して開放的なスタンスを採る部門を管理下に留めてお





規制はいくつかの製品で各国において依然として残されている (     (     ))｡ このよう
な貿易政策は反輸出偏向 (             ) を生み出し, 投資の減退につながってしまうが,




国のみならず, 例えば, コスタリカでも, 貿易円滑化と輸出促進戦略が併用された結果, 高付












②   における     (貿易関連投資措置) 協定は, 加盟国の後方連関効果を強いるロー
カル・コンテンツ要求や貿易均衡要求を禁止している｡




⑤輸出・技術移転要求の効率性について, 実証研究では見解が分かれている｡ その中で, 資
源配分や経済成長の観点で言えば, ローカル・コンテンツ要求はコストがかかり非効率的
であるとの結論が得られている (       (     ))｡   (輸出加工区) により, 国家政府が制限された地域における貿易自由化を進め, 特定の
輸出企業への優遇策 (税制, 管理規制等) を与えることも可能である｡    は   誘致のた
    非加盟国における投資促進    
  ) 専門家の中には, もし, 受入国が輸出品の交易条件に影響を及ぼすほどの大国であれば, 輸出関税
はかえって厚生を拡大しうる, と議論する者もいる｡ ただし, その輸出価格は長期的な国際市場の価
格であり, 自らがこの価格に影響を及ぼすことはほとんど考えられないため, これはあくまでも仮説
に過ぎない｡  ) 例えば,       (北米自由貿易協定) の    条第１項によると, 投資受入国は, 相手国企業に対







概して, 途上国はサービス産業において輸出の潜在性を持ちうる｡ いくつかの国々は, 観光
業だけでなく, 港湾・海運業, 視聴覚サービス業, 建設業, 健康サービス業でも成功を収めて




自体が先進国   の子会社であり, この場合, 親会社だけではなく, その他の市場へもサー
ビスを提供している (     (     ))｡
サービス分野における輸出指向型   はかなり増加してきている｡ 先進国はサービス貿易






インフォーマルな輸出障壁 (煩雑な通関手続き等), コストのかかる非効率な規則, 贈賄等が
存在すると, 貧困者が      人から      人にまで拡大させてしまうことになるという推計





ると, 国内外からの投資は減少することになる｡ このような状況になると, 本来, 途上国が持
ち得ていた安価な人件費や豊富な天然資源というような比較優位が活かされなくなってしまう｡
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ッツ及び果物, 穀物, 加工肉及び毛皮, 履物等の製品に, 一定水準以上の高関税が課される
ことが多い  )｡ このような産品の多くは, 途上国が輸出するものに集約される (        
(    ))｡
②タリフエスカレーション (             )





には, 高率関税, 数量規制, 輸入管理, 輸入禁止等が含まれる｡ 特に, このような障壁が途上
国に存在すると, その損害の程度は大きくなる｡ 実際, ウルグアイ・ラウンド交渉後でも, 依
然として残っていた貿易障壁を撤廃することで得られた途上国の利益の半分以上は, 先進国
    非加盟国における投資促進    
  ) 米国,    (欧州連合), 日本, カナダは, ８桁下位品目分類表で, 関税率  ％を超える製品をリス




(｢南北貿易｣) よりもその他の途上国 (｢南南貿易｣) との貿易自由化に起因している  )｡ 途上




たように, このような ｢南南   ｣ は先進国間よりも急速に伸びることが判る (      
(     ))｡  貿易救済措置   (アンチ・ダンピング) 措置, セーフガード, 相殺関税は, 競合する外国企業によって
損失を受けた産業を保護するために利用される貿易救済措置である｡ こうした法的措置は経済
的価値を持ち,    協定で承認されてはいるが, 輸出業者にとり重大な懸念事項である｡ こ
れらの措置は, 高付加価値化とは逆で, 厳しい競争に直面する自国産業の救済を目的にする傾
向があり, その結果, 途上国の輸出機会が奪われ, グローバルな価値連鎖の発展が阻害されて
しまう｡  措置は, セーフガードや相殺関税とともに, それによって, 受入国からの輸出品の市場
アクセスが不確実になるので, 投資に対する ｢凍結効果｣ を持つものとしばしば見なされる｡
また, このような措置に対する恐れから, 逆輸入を止めて本国内投資への転換が促されてしま




貿易特恵 (一般特恵関税) は, 途上国により良い市場アクセスを提供し, 投資の収益性を増







てしまう (       (    ))｡ また, 第三国のサプライヤーから調達した投入財を組み入れ
て生産されているとした場合, その製品の多くが特恵待遇から排除されることで, 途上国に付
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本国による輸出補助金 (国内支持を含む) は, 途上国から輸入されるはずの財の生産を本国
に留め, 途上国への輸出志向型   を縮小させてしまう｡ 世界市場で販売される補助金を受
けた製品は安価であるため, 多くの製品が流入することによって, 途上国の生産者に打撃を与
える｡ そうなると, 途上国において貿易の拡大が利益をもたらし, 投資の再検討を促そうとす
るのは稀なケースでしかなくなり, 総合すると, 厚生上の損失が考えられる｡
また, 資本財・中間財に対する輸出補助金は投資に結びつき, 受入国での投資収益を改善す
ることになるだろう｡ しかし, この場合もまた, 受入国よりも信用度が高く安全の確保された
本国市場を好む資金に対しては, 潜在的に市場の失敗が存在することになる｡ この場合, 商業
金融を利用できないリスクに対して, 本国政府による輸出信用, 保険, 貿易金融でカバーする
ことが考えられるが, 資本市場における信用が深さと広がりを持って拡大すれば, その必要性
も低下していくと推測できる｡  輸出管理・制限
輸出制限の適用の際に, 各国政府が遵守するべき国際協定が存在する｡ 例えば, ｢ワシント
ン条約 (絶滅の恐れのある野生動植物の種の国際取引に関する条約)｣  ), ｢オゾン層を破壊す
    非加盟国における投資促進    
  ) 詳しくは前掲の脚注  を参照されたい｡  ) 同条約では, 野生動植物の種の絶滅の恐れの程度に応じて同条約附属書に掲載し, 国際取引の規制
                     
る物質に関するモントリオール議定書｣  ) 等である｡ 輸出制限措置の中には, 国家的・国際的
な安全保障を脅かす慎重な扱いを要する技術の拡散回避も含まれる｡ このような措置を遂行す
るには, 国際協定に則った安全保障と貿易とのバランスが求められる｡ このバランスは, 本国
と受入国の貿易上の利害におけるものであり, 制度的な安全保障上の問題の解決を必要とする｡
また, 輸出管理・制限により本国内での投資が正当化されなくなることで, 受入国への投資
が促される可能性がある｡ これは, 輸入関税が課せられるようなケースではなく, 輸出制限の
文脈における, いわゆる関税回避型     ) に分類されるものであろう｡ 例えば, 日米間の貿




前章までにおいて, 貿易と投資の間には密接な関係があること, そして, 投資の受入国及び
本国ごとに貿易政策の及ぼす影響が多様であることが判明した｡ では, 途上国が太宗を占める    非加盟国は, 冒頭で述べた   を活用しつつ, 貿易政策の観点から, どのようにして
投資促進のための政策を講じているのだろうか｡
近年において,     非加盟国による世界の投資動向への影響がより大きくなっているた
め,     投資委員会 (以下, 投資委員会とする)  ) では, 加盟国のみならず, 非加盟国の投
資政策レビュー (以下, レビューとする) も随時実施されている｡ レビューでは, 投資自由化




(エジプト, ペルー, ロシア) のレビューで, 貿易政策分野における投資促進に向けた   の
立教経済学研究 第  巻 第２号     年   
を行うこととなっている｡ 例えば, 附属書Ⅰにおいては, ｢絶滅の恐れのある種であって取引による
影響を受けており, または受けることのあるもの｣ は ｢商業取引を原則禁止する (商業目的でないと
判断されるものは, 個人的利用, 学術的目的, 教育・研修, 飼育繁殖事業が挙げられている)｡ 取引
に際しては輸入国の輸入許可及び輸出国の輸出許可を必要とする｡｣ と明記されている｡  ) 同議定書では, ｢オゾン層の変化により生ずる悪影響から人の健康及び環境を保護するために適当
な措置をとること｣ (第２条・第１項) が締約国間で約束されており, 規制措置の中では, ｢非締約国
との貿易の規制 (規制物質の輸出入の禁止又は制限等)｣ (第４条) と, ｢最新の科学, 環境, 技術及




資委員会の ｢国際投資と多国籍企業に関する宣言｣  ) (以下, ｢宣言｣ とする) に既に参加して
いるように, 投資促進政策に積極的である｡ また, ｢     (中東・北アフリカ)・    投
資プログラム｣  ) においても, エジプトは投資・ビジネス環境改善に向けた諸政策の実施にお
いて主導的な役割を果たし, 同地域の模範になりつつある｡
ペルーも, エジプトと同じく, 非加盟国ながらも ｢宣言｣ に参加しており, 投資促進政策に
積極的であるとともに, 近年の着実な法制度構築及び安定した経済成長を背景として, 中南米
の近隣諸国にとってのビジネス拠点となることが期待されている｡ さらに, 我が国も,     年  月に, 中南米初の    (二国間投資協定) となった ｢日・ペルー投資協定｣  ) を締結し, ペ
ルーにおける日系企業のビジネスチャンスが増加することが見込まれているため, 同国はます
ます注目されてきている｡
ロシアは, 現在では ８ (主要８カ国首脳会議) の一員となっているとともに,     の
新規加盟候補国  ) の一つとして, 各委員会で加盟に向けた政策協議が行われている｡ また, ロ
    非加盟国における投資促進    
  ) 同宣言は,     加盟国間の   を活性化するために,     加盟国政府が採択した広範な政治
的コミットメントであり,    への各国政府の対応と同宣言を採択した諸国における企業活動に関









を強化するための施策｡  ) 同プログラムは,     諸国が投資環境改善のための改革を行うにあたり,     の知見を活用
したいとのニーズがあったため,     年  月に開始された｡ ここでは, ５つの作業部会 (投資政策・
促進, 中小企業・起業・人的資本開発, 租税政策・行政, 競争力, コーポレートガバナンス) におい
て,     事務局, 加盟国,     諸国政策担当者間との政策協議を重ねてきている｡  ) 同協定は, 若干の留保項目も含めて, ①投資の許可段階を含めた内国民待遇及び   , ②パフォ
ーマンス要求の広範な禁止 (輸出要求の禁止, 技術移転要求の禁止など), ③公正・衡平待遇義務,
収用時の補償, 争乱からの保護, 送金の自由といった投資保護条項, ④投資家と国家との間の紛争処
理規定, ⑤投資環境整備小委員会の設置, の５つの規定から成り立っている｡  )     年  月に加盟に向けたロードマップが承認されたことで, ロシア, チリ, エストニア, イスラ
エル, スロベニアの５カ国の加盟交渉が開始された｡     年９月現在, 同５カ国のうち, チリ, エス











(２) エジプト  コスト削減    年以前, エジプトの通商システムにおいては, 多くの異なった手数料・課税体系が存在
しており, 輸入品の最終コストを算出するのが複雑であった｡ このような環境であったため,
原材料を輸入に依存している企業にとっては, 貿易の不透明性が助長されていた｡ 例えば, 関
税が５～  ％の製品は２％, 一方で,   ％以上の場合は４％の追徴課税がかかる｡ これらを受
けて,     年に, エジプト政府は全ての製品にかかる追徴課税を撤廃したが, その結果, 企業
に対する不透明性がかなり軽減された｡    年２月, エジプトは   に基づいた平均関税率を９％から  ％に引き下げた｡ また,
食物検疫費等の全ての追徴金及びサービス料も撤廃された｡ これらは全輸入財の付加価値の５
％分に相当する｡ さらに, 通関及び認可の手続き項目数が  から５に減少したこともあり, エ
ジプトは世界銀行の           のランキングにおいて第１位に選ばれた (前年の  位か





となる｡ さらに, エジプトは,    におけるサービス貿易交渉の中で, 例えば, 条件付きの
改訂オファー  ) を提出した実績を有しているように, 交渉の目的を明確に示すことで, 予見可
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  )     年, エジプトは  との   を発効させた｡ また,     年に, 米国との間で ｢貿易・投資枠
組み協定｣,     年に, イスラエル及び米国との間で ｢   (資格産業区域制度) 協定｣ に署名した｡   は, 一定割合の原材料をイスラエルから輸入し, エジプトの指定した工業団地で生産を行うこ
とで, 米国へ輸出の際の関税及び輸入割当が免除となる｡    制度の対象製品は, 最終品の付加価
値の  ％がエジプトの   で生産され, その内の   ％がイスラエル製品であることが条件となっ
ている｡  )    のサービス貿易における自由化交渉は, 通常, それぞれの加盟国が, 自国が関心を有する加
                     
能性を高めてきた｡ 貿易政策の改訂に関して, 関係する当事者と政府が直接協議する内容は不
明確であるが, 当局は, 少なくとも, 上述したような通商システム改革の進展について, 外国




頼性を持ちうるようになった｡ しかし, 外国投資家が懸念する潜在的な問題として, タリフエ
スカレーションが発生する可能性は依然として否定されない｡ タリフエスカレーションがしば
しば特定産業における投資を促進するために利用されるのだが, このような方法で保護された
産品は, 品質や性能の面で, グローバル市場に流通する産品よりも劣っている傾向がある｡ そ
うなると, これらの産品を中間財として使用する下流部門産業への投資に対してマイナスの影









建設及びそれに関連するエンジニアリング, 保険, 銀行, コンピューター, 運輸, 航空の業種
における取組みが記載されている｡  途上国への配慮
地域間の貿易拡大への取組みとして, エジプトは,        (東南部アフリカ共同市場)  )
    非加盟国における投資促進    
盟国に対し, どのサービス分野でどのような自由化を行ってほしいかを要求 (リクエスト) し, その
加盟国がそのリクエストに応じる場合は, 自由化する分野を提示 (オファー) する｡ そして, ラウン
ド終了後に,    の原則に則って, リクエストした国を含めて, そのオファーした内容を全ての加
盟国に対して自由化することが義務付けられる｡  )       は    年  月に設立された｡     年９月現在,       加盟国は, アンゴラ, ブルン
ジ, コモロ, コンゴ民主共和国, ジブチ, エジプト, エリトリア, エチオピア, ケニア, リビア, マ
ダガスカル, マラウイ, モーリシャス, ルワンダ, セイシェル, スーダン, スワジランド, ウガンダ,
ザンビア, ジンバブエ, の  カ国である｡     年中に関税同盟の発効が目指されていたが, 現在のと
ころ, 先送りにされている｡ なお,       加盟国における   は, エジプト, ジブチ, スーダ
                     
において,     (後発開発途上国) に対して無関税の市場アクセスを提供している｡ さらに,
エジプトは ｢南南協力｣ の促進にも積極的であり, 他の途上国との貿易及び投資協定を模索し
ている｡ 実際, エジプトには,     年に   からの輸入品に対して  ％まで平均関税率を引
き下げたという実績がある｡  貿易政策に対する支援     (エジプト輸出開発銀行) が    年に設立され, そこでは, 短期・中期融資ならびに
輸出業者への銀行保証が提供されている｡ また,     は, 輸出向け製品へ投入される輸入




ペルー関税局は, 租税行政, 国際貿易の管理・執行, 人の移動等を管轄する      (国
家租税行政監督庁) の一部であり, 貿易の自由化政策の一環として, 関税引下げを着実に実施
した結果,    平均関税率が    年には   ％だったが,     年には  ％まで下がった｡ そ
れと並行して, ペルー政府は貿易円滑化措置も導入した｡ 例えば, 税関法が要求するコンプラ
イアンスの実績に基づいて, 輸入業者が     より承認を受けていれば, 通関業者を経る




さらに, ペルー関税局は, 高水準な透明性の確保を追求している｡ 例えば,      のウ
ェブサイト (             ) には, ユーザーに対して通関システムへの理解を深めさせ
るために, ｢ユーザーガイド｣ の項目も含まれている｡ ここでは, 電子メールによる相談コー
ナーが設けられており, 企業が関税局に対して直接質問できる仕組みとなっている｡
国家戦略的輸出計画 (    ～  年) の一環として, ペルーは, 輸出志向型政策及び国際競争
力の増進を目的として,     年に貿易円滑化のためのマスタープランを発足させた｡ このマス
タープランには, 通関手続きの改善のためのステップがいくつか明記されている｡ 特に, 以下
の３点は重要であろう｡
①   関税評価協定  ) に則って, 認証手続きを簡素化させる｡
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ン, ケニア, ブルンジ, ルワンダ, マダガスカル, マラウイ, モーリシャス, ザンビア, ジンバブエ,












話の中で, 約   の通関手続きには, さらなる簡素化の余地があると判明し, もし簡素化でき
れば, 企業のコストが  ％程度削減できる試算となっている｡ また,      は, 特に   
(中小企業) を対象にしながら, 例えば, マーケティング戦略や信用供与のような貿易円滑化
に関するガイドラインも提供するようになってきている｡  市場アクセスの改善
主要な政党や民間セクターの代表が, ペルーの生産能力と国際競争力を高めるための目標と
して, ①片務的関税と貿易自由化, ②国際貿易交渉, ③開発政策, の３つを柱とする経済計画
プログラムを策定し, これが    年に政府によって採択された｡ この計画を効率的に運営する
ために,          (外国貿易観光省) が    年に設立され, 中期的な国際貿易交渉のため
の議題を含めて, いくつかの戦略的計画を立てている｡ 貿易に関連する問題は, 民間セクター,
学界, 労働組合の代表者も交えた会合で議論される｡
ペルーは   設立当初からの加盟国であるが, 政府調達協定, 民間航空機貿易に関する協
定等, 付随するその他の多国間協定には署名していなかった｡ それにも関わらず, ペルーは,    年に   情報技術協定への参加を実現させた｡ また, ペルーは, 例えば, 知的財産権
(生物多様性, 伝統的知識等) 保護やサービス (自然人の移動等) 自由化に関して, いくつか
の提案書を各国に対して提示してきた実績を有しているように,    のドーハ開発ラウンド
に積極的にコミットしている｡
対外関係で言えば, ペルーはアンデス共同体  ) の加盟国であり,          (南米南部
    非加盟国における投資促進    
の関税及び貿易に関する一般協定第７条の実施に関する協定｣ である｡  ) 同共同体は,     年に設立された包括的な経済開発と均衡および自治を目的とした地域共同体であ
る｡ 加盟国は,     年９月現在, ボリビア, コロンビア, エクアドル, ペルーの４ヶ国である｡
                     
共同市場)  ) 加盟国との間で包括的な   を締結している｡ また, 米国との貿易促進協定が,    年６月にペルー議会,     年末に米国議会にて批准されたり, タイとの   の中でアー
リー・ハーベスト措置  ) の取決めを交わしたりするなど, ペルーは近年において積極的な対外
活動を行なってきている｡ さらに, 最近, ペルーは, シンガポール, メキシコ, カナダ,     (欧州自由貿易連合),    (欧州連合), 中国, 韓国との間で,    締結のための交渉
を継続させており, 中国・韓国との間では同締結のための共同研究会を設置している｡ そして,    年には,      (アジア太平洋経済協力会議) の一員として, 同首脳会議のホストを務め
た｡
(４) ロシア   加盟はロシアの国際貿易体制への参入にとって不可欠なステップであり, 貿易自由化
の強化に貢献するであろう｡ また,    加盟によって, ロシアの貿易政策の予見可能性が高
まるとともに, 貿易不均衡が生じた場合には, 相手国との間で紛争処理メカニズムに基づいて
問題を解決することが可能となる｡ ロシアの   加盟交渉は継続中であるが, エネルギー産








て, 直接的にプラスの効果がもたらされる｡ ただ,     年の時点で, 国際基準は石油・ガス装
置の約  ～  ％程度はロシア国内で受入れられているが, 同国へそれらを輸出している外国の
製造業者は, 技術認証を得るための時間が長いことに依然として不満を抱いている｡ また, 石
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  ) 同市場は, 南米での  のような自由貿易市場の創設, 具体的には, 域内での関税撤廃と域外共通
関税を実施することを目的として, アルゼンチン, ウルグアイ, パラグアイ, ブラジルの４カ国首脳
が    年に最終議定書に調印し,     年１月に発足した｡ 現在, これら４ヵ国に加えて, ベネズエラ






ると年間  ％) も, 外国投資家にとっての懸念材料である｡    加盟によって, ロシアは,
ローカル・コンテンツを原則禁止する    協定への加盟も余儀なくされるが, これによっ
て, 同国のパフォーマンスがいかに外国投資家から評価されていくかが注目されることになる｡    年１月, ロシアが国際価格の引上げを決定したため, それ以降, ベラルーシ, ウクライ




未だロシアが批准していない    (エネルギー憲章に関する条約)  ) の議定書では, 未承認
のエネルギー産品の輸送が禁止されており, 輸送施設へのアクセスを要求するエネルギー企業
による公正かつ無差別な取扱いが義務付けられている｡ その際, エネルギーの輸送施設建設に
関する承認を得るためには, その建設の要求が客観的で時宜を得ている必要がある｡ また, 同










ることは言うまでもないが, これまで述べてきたように, 健全な貿易政策が伴えば, 投資の活
    非加盟国における投資促進    
  ) ソ連の崩壊に伴い,     年, 旧ソ連諸国, 東欧を含む欧州諸国, 米国, カナダ, 豪州, 日本は, エ
ネルギー分野の市場原理に基づく改革の促進, エネルギー分野における企業活動 (貿易・投資) を世
界的に促進すること等を宣言する ｢欧州エネルギー憲章｣ を作成した｡ その後,     年  月, その内
容を着実に実施するための法的枠組として, 同憲章は ｢エネルギー憲章に関する条約｣ へと転換され
た｡ 同条約は    年４月に発効し,     年９月現在, 旧ソ連諸国 (ロシア・ベラルーシを除く), 東
欧,   諸国など,   ヵ国及び１国際機関が条約を締結している｡ 日本は,     年６月に同条約に署
名し,     年７月に締約のための国会承認を受けて, 同月  日に受諾書の寄託を行った (  月  日発










みならず, 主要な    非加盟国も, 金融危機への対応, 貿易・投資のための市場開放維持,
グリーン成長戦略等, 世界各国が抱えている経済問題の解決のために, より大きな責任を果た
すように奨励していくことの重要性が確認されている｡
以上の観点から,    が    非加盟国により広く適用されれば, それだけではなく,    の提供するあらゆる政策ツールに対する関心も高まることが期待される｡ 例えば, 投
資の分野では,    を契機として, もし,     非加盟国において, より高い水準の投資政
策の策定能力が実現できれば, 加盟国が既に遵守している自由化規約 (資本移動自由化規約及
び経常的貿易外取引自由化規約)  ) や   (内国民待遇インストラメント) に参加するための
インセンティブが高まる可能性もある｡ そして, 国際投資に関わる諸問題について, 加盟国と
より対等な立場で議論ができるようになり, 部分的であれ,     非加盟国がグローバル経
済への責務を果たし得ていくのではないかと思料する｡ そして,    は広範な分野を網羅して
いるため, 投資以外の付随分野でも    ツール (    モデル租税条約, 贈賄防止条約等)
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国際協力銀行開発金融研究所総務課 (    ) ｢直接投資が投資受入国の開発に及ぼす効果｣ (国
際協力銀行 [編] 『開発金融研究所報』      ,     年  月)
国際協力事業団国際協力総合研修所 [編] (    ) 『開発課題に対する効果的アプローチ：貿易
・投資促進』
手島茂樹 (    ) ｢発展途上国からの直接投資：発展途上国を基盤とした多国籍企業｣ (財団法
人国際貿易投資研究所 [編] 『季刊：国際貿易と投資』      ,     年６月)
増田耕太郎 (    ) ｢途上国企業の対外直接投資と多国籍化｣ (財団法人国際貿易投資研究所
[編] 『季刊：国際貿易と投資』      ,     年  月)
山下道子・水野敏朗 (    ) ｢開発途上国のインフラと投資環境｣ (国際協力銀行 [編] 『開発
金融研究所報』      ,     年  月)           (    )                                                                                                      (    )                                                                                                                                            (    )                                                                               (    )       ‒                                          
    非加盟国における投資促進    
  )     年６月の第  回    閣僚理事会に向けて, 同年３月の投資委員会において, 報告書 ｢国際
投資における信頼醸成の構築 (                                              )｣ が
採択された｡ これは同年４月にロンドンで開催された   (金融・世界経済に関する首脳会合) へ
のインプットを意識して, 議論を重ねて作成されたものであるが, 要点は, ①保護主義へのトレンド
はないが, 投資の自由を維持するために一層の警戒が必要, ②投資の自由へのコミットメントを新た
にし, 新しい形態の保護主義を防ぐ, ③ピア・モニタリングの強化, ④国際投資への信頼回復に向け
て, 責任ある企業行動の普及に向けた官民の協力, の４点である｡
                     
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投資のための政策枠組み (抜粋)    年４月  日に投資委員会によって承認された ｢投資のための政策枠組み｣ の第１部にお




るものとなりうる｡ .  政府は, 国境での通関・規則・管理手続きの遵守コストを削減するために, 最近どのよ






争価格に左右される産業への投資を抑制しているか｡ .  一国の貿易政策が途上国の輸出にマイナスの影響を及ぼしている場合, 政府は, こうし
た制約的な貿易政策が投資に与える抑制効果を考慮に入れながら, 公共政策の目標達成
にどのような代替手段を検討しているか｡ .  貿易政策は, 途上国の産業セクターの弱点を是正するための対策 (例：輸出金融・輸入
保険) を通じて, どの程度投資を支援し, 誘致しているか｡
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